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今，ミャンマー政治は転換点を迎えている。2010 年 11 月 7 日，ミャ
ンマー軍政はじつに 20 年ぶりに総選挙を実施した。その 6 日後の 11 月
13 日には，民主化運動のリーダーであるアウンサンスーチー氏を 7 年半
ぶりに自宅軟禁から解放した。2011 年 1 月 31 日には議会が招集され，2
月 3 日には議会において，総選挙で大勝した連邦団結発展党（Union 
Solidarity and Development Party：USDP）党首であり，現役首相のテ
インセイン氏が新大統領に選出された。テインセイン大統領は総選挙前に
退役しており，現在は文民である。そして，3 月 30 日に新政権が誕生した。
1988 年 9 月 18 日のクーデターによって権力を掌握して以来，23 年間の
長きにわたり国を統治してきた国軍は，ここにUSDP政権に権力を移譲し，
「民政移管」を完了した。同時に，1992 年以来，国軍司令官であり，最
高意思決定機関の国家法秩序回復評議会（State Law and Order Restora-
tion Council：SLORC）―1997 年以降は国家平和発展評議会（State 





















































































































































（National League for Democracy：NLD）が，議席の 8 割を獲得すると
いう大勝利を収めたことで，すべての計画が狂ってしまう。当時，軍政が
政権を移譲しようと目論んでいたのは，BSPP の後継政党である国民統一
党（National Unity Party：NUP）であった。しかし，1990 年総選挙に
おいて NUP はわずか 10 議席，全議席の 2％しか取れずに惨敗した。こ
の後，ミャンマー軍政は NUP を見捨て，国軍自らが政党を設立する道を
選んだ。それが 2010 年総選挙で圧勝した USDP である。NUP は 2010
年総選挙では，今度は USDP に敗れることになった。2010 年総選挙の結
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り込まれた（３）。たとえば，新たに設置された 2 院制の連邦議会および 14
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た。1989 年 4 月，ビルマ共産党が謀反により内部分裂したのである。こ
の辺の経緯と背景は，第 5 章「国境地域の少数民族勢力をめぐる中国・ミャ
ンマー関係」（畢世鴻）が詳しく説明している。





























2009 年 4 月以降，ミャンマー国軍は停戦合意した少数民族武装勢力に対
して，何度も期限を設定して，国境警備隊への編入を求めてきた。
しかし，多くの少数民族武装勢力がこれを拒否した。2009 年 8 月には
ついにミャンマー民族民主同盟軍（Myanmar National Democratic Al-
liance Army：MNDAA，コーカン族）とミャンマー国軍との間で武力衝
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武器を調達してきた。また，総選挙を目前とした 2010 年 11 月上旬，カ
チン独立機構（Kachin Independence Organization：KIO），新モン州
党（New Mon State Party：MNSP），シャン州軍（北部）（Shan State 
Army North：SSA North）の三つの停戦合意グループと，KNU，カレン

























はThe Socialist Republic of the Union of Burma）から「社会主義共和国」
を削除し「ビルマ連邦」（The Union of Burma）に変更した。さらには，
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は 1987 年末時点で 2700 万ドル，輸入の 0.7 カ月分相当しかなかった（図 3）。
1980 年代を通じてミャンマーの外貨不足を補填していたのは，国際社会




マーの援助受取額は 1989 年に 1 億 7500 万ドル，1996 年には 4000 万
図３　ミャンマーの外貨準備高
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外貨準備は 1990 年 1 月には一時 5 億 4600 万ドルにまで回復したが，年










る消費財のシェアは 1985 年度の 12％から，1990 年度には 35％，1995














廻して貨幣を増刷することであった。ミャンマーでは 1995 ～ 1999 年度
の平均で，税収が GDP 比で 3.6％と非常に低く，基礎収支でみた財政赤
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は 31 億ドルを超え，ミャンマー輸出総額の 47％を占めた。天然ガス開
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（Association of Southeast Asian Nations：ASEAN）への加盟，大メコ
ン圏（Greater Mekong Sub-region：GMS）経済協力への参画などが含
まれる。どのように，こうした事態が発生したのだろうか。
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ところが，ミャンマーで 1988 年 9 月に軍事政権が登場した時，中国は
対ミャンマー政策を大きく転換した。軍政を世界で真っ先に公認するとと
もに，ビルマ共産党への支援を完全に打ち切ったのである。中国のこの方














た。1990 年代に入ると，旧社会主義 4 カ国（カンボジア，ラオス，ミャ
ンマー，ベトナム，以降 CLMV と表記）を取り込もうとする機運が起きた。
結局，ベトナムが 1995 年，ラオスとミャンマーが 1997 年，カンボジア
が 1999 年に ASEAN に加盟した（20）。同じ時期，東南アジア大陸部におけ
る地域協力の動きも活発化した。1988 年にタイのチャーチャーイ首相（当
時）は「インドシナを戦場から市場へ」と呼びかけ，この地域を統一市場
とする構想を示した。1992 年には ADB のイニシアティブによりメコン


















4 月から 7 月のわずか 4 カ月の間に，石油・ガス，電力，鉱業の 3 分野
に 158 億 3930 万ドルの外国投資が認可された。これは 2009 年度までの
20 年間に，ミャンマーが受け入れてきた外国投資残高とほぼ同額であっ

















ところが，ミャンマーで 1988 年 9 月に軍事政権が登場した時，中国は
対ミャンマー政策を大きく転換した。軍政を世界で真っ先に公認するとと
もに，ビルマ共産党への支援を完全に打ち切ったのである。中国のこの方














た。1990 年代に入ると，旧社会主義 4 カ国（カンボジア，ラオス，ミャ
ンマー，ベトナム，以降 CLMV と表記）を取り込もうとする機運が起きた。
結局，ベトナムが 1995 年，ラオスとミャンマーが 1997 年，カンボジア
が 1999 年に ASEAN に加盟した（20）。同じ時期，東南アジア大陸部におけ
る地域協力の動きも活発化した。1988 年にタイのチャーチャーイ首相（当
時）は「インドシナを戦場から市場へ」と呼びかけ，この地域を統一市場
とする構想を示した。1992 年には ADB のイニシアティブによりメコン


















4 月から 7 月のわずか 4 カ月の間に，石油・ガス，電力，鉱業の 3 分野
に 158 億 3930 万ドルの外国投資が認可された。これは 2009 年度までの
20 年間に，ミャンマーが受け入れてきた外国投資残高とほぼ同額であっ


























第 1 章「2010 年ミャンマー総選挙結果を読む」（工藤年博）では，今
回の総選挙の結果が詳しく検討される。2010 年 11 月 7 日に 20 年ぶりに
行われた総選挙は，2008 年に制定された憲法にもとづくものであった。
有権者は 2 院政の連邦議会（人民代表院と民族代表院），および 14 の地域・
州議会のそれぞれの議員を選ぶために，原則として 3 票を投じた（22）。有
権者は 18 歳以上の国民で約 2900 万人，投票率は約 77％であった。争わ
れたのは 1154 議席で，合計 37 の政党から 2987 人，無所属で 82 人が
参加し，競争率は 2.7 倍であった。USDP と NUP が全国に候補者を立て
たのに対し，NLD が選挙への参加をボイコットした民主化陣営は苦戦を
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である。日本でも 2010 年 5 月からロードショー公開されたので，
ご覧になった方もいると思う。この映画は第 82 回アカデミー賞長編
ドキュメンタリー部門にノミネートされたが，惜しくも『ザ・コーヴ』
に敗れた。しかし，作品は 150 の映画祭で上映され，40 以上の国際
賞を受賞した。






いとこで，ビルマ亡命政府（National Coalition Government of the 
Union of Burma：NCGUB）の首相であったセインウィン博士も式













は 2005 年からは衛星テレビ放送も開始した。ミャンマー国内で 500
～ 1000 万人の視聴者がいるという。2007 年 9 月，ヤンゴンの市民
は自分たちのすぐ近くで起きている僧侶デモの様子を，DVB がオス
ロから放送する衛星テレビで見ていたのである。ミャンマー政府は
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さて，DVB のオスロ本部を取り仕切るのは ACN 氏である。彼は
1988 年民主化運動の時，ヤンゴン歯科大学の 6 年生であった。民主
化運動に参加したが，国軍に弾圧を受け，タイ国境へと逃れた。ミャ
ンマー軍政に対して武装闘争を挑んだ全ビルマ学生民主戦線（All 


































2010 年 11 月 19 日のミャンマー国営英語紙。DVB のほかにも, アメリカの声（Voice of America ： 
VOA）, BBC, ラジオ・フリー・アジア（Radio Free Asia ： RFA）などにも注意するよう, 国民に呼
びかけている。
● Only with stability and peace will the nation develop
 ● Only with stability and peace will democratization process be successful
● Anarchy begets anarchy, not democracy
  ● Riots beget riots, not democracy
  ● Democracy can be introduced only through constitution
  
  ◆ We favour peace and stability
  ◆ We favour development
 ◆ We oppose unrest and violence
 ◆  Wipe out those inciting unrest 
        and violence
 ● VOA, BBC-sowing hatred among 
        the people
  ● RFA, DVB-generating public 
       outrage
  ● Do not allow ourselves to be 
        swayed by killer broadcasts    
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（ 1 ）マウンエイ副議長は 1993 年以来，その地位にあった。
（ 2 ）その後，2011 年 7 ～ 8 月頃からのテインセイン政権による，一連の改革の推
進には目を見張るものがある。それでも，そうした改革の行方を見通すためにも，
この問いに答えを出すことは重要であると考える。
（ 3 ） 詳 し く は， 工 藤 ［2010： 序 2-6］ を 参 照（http://www.ide.go.jp/Japanese/










ても，組織にとっても，国益上も脅威になると考えた」（Kyaw Yin Hlaing ［2010：
35-36］）と指摘している。





（ 9 ）ミャンマー軍政の経済改革のあり方については，三重野 ［2005：25-69］に詳しい。


























（17）日本の援助はミャンマーが 1976 年から 1990 年に受け取った 2 国間援助の 67％
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